様式第１号（要綱５（１）関係）

	計量法関係手数料免除申請書
平成　　　年　　　月　　　日
福島県知事　様

	※被災者が申請する場合
	申請者
（被災特定計量器・基準器の使用者）
	住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


	※製造・修理事業者が申請する場合

	申請者
（製造、修理事業者）
申立者
（被災特定計量器・基準器の使用者）
	住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
住所
氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印


	次のとおり手数料の免除を受けたいので申請します。

	検定・検査を受けようとする年月日
	平成　　　年　　　月　　　日

	免除の申請をする特定計量器等の名称及び能力
	単価
	個数
	手数料の額
	免除を受けようとする額

	
	円
	  個
	円
	円

	
	      円
	個
	円
	円

	
	      円
	個
	円
	円

	計
	      
	
	      円
	      円

	免除を受けようとする理由
	平成２３年東北地方太平洋沖地震により、被害を受けたため。


１　被災年月日　　　　　　　　　　　　年　　　月　　　日
２　被災した特定計量器等の所在する住所
３　特定計量器等の被災状況
４　添付書類
　　り災証明書（被災証明書）（写し可）
（「り災証明書（被災証明書）」を添付できないときは、添付できない理由（様式任意）及び被災したことを証明できる書類を添付すること。）
(注意) 免除の申請をする特定計量器等の名称及び能力が書ききれない場合は、別紙に記載することができる。

